
 
 

          

  栃木県競技力向上対策本部規約 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この本部は、栃木県競技力向上対策本部（以下「対策本部」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 対策本部は、本県の安定した高い競技力の確保及び恒久的なスポーツの振興を目指し、

本県スポーツの発展に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 対策本部は前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

（1） 競技力向上対策の基本方針及び総合的な強化計画等に関すること。 

（2） 栃木県競技力向上基本計画に基づく事業に関すること。 

（3） その他対策本部の目的達成に必要な事業に関すること。 

 

第２章 組織 

（構成） 

第４条 対策本部は、本部長及び次の各号に掲げる者のうちから本部長が委嘱した委員をもっ

て組織する。 

（1） 競技力向上に関係する機関及び団体の役職員 

（2） 前号に掲げる者のほか、本部長が必要と認める者 

 

（役員） 

第５条 対策本部に、次の役員を置く。 

（1） 本部長     １名 

（2） 副本部長    若干名 

（3） 監事       若干名 

 

（役員の選出） 

第６条 本部長は、栃木県副知事（生活文化スポーツ部担当）をもって充てる。 

２ 副本部長は、委員のうちから本部長が委嘱する。 

３ 監事は、本部長が委嘱する。 

 

（役員の職務） 

第７条 本部長は、本部を代表し、会務を総理する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、本部長があらかじめ指名した副

本部長が、その職務を代行（代理）する。 

 

３ 監事は、事業の執行状況及び会計について監査し、必要があるときは、本部長に対し意見

を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（任期） 

第８条 委員及び役員（以下「委員等」という。）の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

２  委員等が就任時における所属機関及び団体等の役職を離れた場合、その委員等は、辞任し

たものとみなし、その後任者が前任者の在任期間を務めるものとする。ただし、本部長が必

要と認める委員等はその限りではない。 

３  本部長は、委員等に特別の事情が生じたときは、その職を解き、必要に応じて補充するこ

とができる。 

４  本部長は、前項の規定により、委員等の変更があった場合は、次の本部会議において報告

する。 

 

第３章 会議 

（会議の種類） 

第９条 対策本部に次の会議を置く。 

（1） 本部会議 

（2） 強化対策委員会 

 

（本部会議） 

第１０条 本部会議は、本部長が委嘱する委員をもって構成する。 

２ 本部会議は、本部長が招集する。 

３ 本部会議は、本部長又は本部長が指名した者が議長となる。 

４ 本部会議は、次の事項について審議し、決定する。 

（1） 総合的な事業の推進に関すること。 

（2） 規約の制定及び改廃に関すること。 

（3） 事業計画及び事業報告に関すること。 

（4） 予算及び決算に関すること。 

（5） 強化対策委員会に付託及び委任する事項に関すること。 

（6） その他競技力の向上に関わる重要事項に関すること。 

５ 本部会議は、委員の過半数の出席がなければ開会し、議決することができない。なお、委

員の代理人の出席をもって委員の出席とみなす。 

６ 本部会議に出席できない委員は、委任状により議決に加わることができる。 

７ 本部会議の議事は、出席委員（委任状により議決に加わった委員も含む。）の過半数をもっ

て決し、可否同数のときは、本部長の決するところによる。 

８ 本部長は、必要があると認められるときは、委員に対し書面による議決を求め、これをも

って本部会議の議決に代えることができる。 

 

（強化対策委員会） 

第１１条 強化対策委員会は、本部長が委嘱する委員をもって構成する。 

２ 強化対策委員会は、本部会議から付託及び委任された専門的事項について調査・審議する。 

３ 前項のほか、強化対策委員会に関する必要な事項については、本部長が別に定める。 

 

第４章 専決処分 

（本部長の専決処分） 

第１２条 本部長は、本部会議を招集するいとまがないときは、本部会議の審議事項について

専決することができる。 

 

 



 
 

２ 本部長は、前項の規定により専決処分したときは、これを次の本部会議において報告し、

その承認を得なければならない。 

 

第５章 事務局 

（事務局） 

第１３条 対策本部の事務を処理するため、栃木県生活文化スポーツ部スポーツ振興課内に事

務局を置く。 

２ 事務局に関する必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

第６章 会計 

（経費） 

第１４条 対策本部の経費は、栃木県からの負担金及びその他の収入をもって充てる。 

 

（予算及び決算） 

第１５条 対策本部の収支予算は、本部会議の議決により定め、収支決算は、監事の監査を経

て本部会議の承認を得なければならない。 

 

（会計年度等） 

第１６条 対策本部の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 

２ 対策本部の会計に関し必要な事項は、本部長が定める。 

 

第７章 解散 

（解散） 

第１７条 対策本部は、本部会議の議決により解散する。   

 

第８章 補則 

（補則） 

第１８条 この規約に定めるもののほか、対策本部の運営に関する必要な事項は、本部長が別

に定める。 

 

附則 

１ この規約は、平成 26 年５月 23 日から施行する。 

２ 対策本部の設立当初の会計年度は、第１６条第１項の規定にかかわらず、この規約の施行

の日から平成 27年３月 31 日までとする。 

  

附則 

この規約は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


